
5253

特集 ・学生の消費者契約被害の防止対策特集 ・学生の消費者契約被害の防止対策

●資料●

文部科学省 よりお知らせ

文部科学省では、各大学等に対し、学生に対しマルチ商法をはじめとする消費者

被害に関する注意事項やトラブル事例について、以下の通知を発出した。

17高 学 支 第29号

平成17年6月20日

各国公私立大学学生部長(担 当職)

各国公私立短期大学事務部長(担 当職)殿

各国公私立高等専門学校事務部長(担 当職)

文部科学省高等教育局学生支援課長

栗 山 雅 秀

(印影印刷)

マルチ商法等に係る学生啓発の推進について

各大学等 にお かれま しては、多様 な学 生が入学す る中で、学生に対す る教育 や指 導の改善、

学生生活 の支援 の充実 、消費者取 引 に係 る学 生への啓発 の推進 に努 めてい ただいてお ります

ことに感謝 申し上 げます。

標記の こ とについ ては、平成16年1月23日 付 け15高 学 生第25号 で各大学及 び短 期大学 に通

知 してい る ところです が、経済産 業省 による と、そ の後 もマルチ商法 等 による被 害 は目立 っ

てお り、最近 で はマ ルチ商法 による被 害 を発 生 させ た事 業者及 び勧誘 を行 った学 生 に対 して

行 政処分 を行 った との ことか ら、 この度、 同省 よ り、別 紙の とお り 「大学等 におけ る消費 者

啓発 の推進 につい て」 によ り、周知の協力依頼が あ りま した。

貴職 におかれ ま しては、学内広 報等 を通 じて、広 く学 生 に対 しマルチ商法 をは じめ とする

消費者被害 に関す る注 意事項や トラブル事例 につ いて情 報提供 を図る とともに、学生 に対 す

る啓発 を一層 推進 していただ き、マルチ商法 等 による被 害の防止 に努 めて いただ くようお願

いいた します。

本件担当:文 部科学省 高等教育局学生支援課厚生 ・活動 支援係

TELO3-5253-4111(内 線:2519)

平成17年6月20日

文部科学省高等教育局学生支援課長 殿

経済産業省商務情報政策局消費経済部消費経済対策課長

大学等における消費者啓発の推進について

平素より経済産業省の消費者行政の推進に御理解と御協力を賜 り、厚 く御礼申し上げます。

経済産業省 にお きま しては、従来か ら消費者 に対す る啓発 に取 り組んでお ります。昨年1月

には、経済産業省か ら文部科学省 を通 じて、各大学、短期大学 に対 して、いわゆるマルチ商法

や各種悪質商法 に関す る学生への注意喚起 ・啓発 をお願い したところであ りますが、その後 も

学生や若年者の間でマ ルチ商法等 による被害が 目立 ってお ります 。最 近では、容易に多額の利

益 が得 られるかの ような勧誘 によ り、大学生の問で急速 に消費者被害 が拡 大 した悪質なマルチ

商法が発生 し、経済産業省で は、当該商法 を統括 していた事業者 や勧誘 を行 っていた学生等 に

対 して、特定商取引法違反 による行政処分 を行 い ました。(参 照URL:http:〃www.meti.go.jp/

policy/consumer/tokushoho/0412/gyouseisyobunn.html)

この ため、悪質 な消 費者 トラブル、特 にマ ルチ商法 につ いて、学 生への注意 喚起、消費者

啓発 の推進 を図 っていただ き、若年層 の消費者被害の防止 を図る ことが緊要 と考 えられます。

つ きま しては、上記趣 旨を御理解 いただ き、以 下の点 に関 して学生 に注意喚起 ・啓発 を図

っていただ くよう、再度 、大学等 関係 機関へ御周知いただ きた くお願 い 申し上げ ます。

記

1.マ ルチ商法につい て

○ マルチ商法 は、会員が新 たな会員 を次 々 と勧誘 し、組織 を拡 大 しなが ら商品 ・権利 ・サー

ビスの販売等 を行 う取引 の俗称で、特 定商取引法 では連鎖販 売取引 と して定義 され、厳 し

い規 制等が設 け られて います。友人 や先輩 ・後輩 に対 して勧 誘 を行 うこ とが多い ため、大

学 ・短大内 にお いて被害 が広が りやす く、 また、今 回の行政処 分の例 の ように、学 生が被

害者 だけでな く加害者 になる場合が あ ります。

○特定 商取引 に関する法律 に よって、マ ルチ商法 に関する以下 の ような行 為は禁止 されてい

ます 。 こう した被 害 にあ わない よう、 また、違法行為 に荷担す る ことの ない よう、十分 に

御注意 ください。

・勧誘 を行 う前 に目的等 を告げない

(例)「 儲 かるバイ トがあ るか ら一度 説明会 においで よ。」 と告 げるだけで、マ ルチ商法 に勧 誘

す ることや事業者 の名称等 を告げず に説明会 に呼 び出す 。

・嘘 を告 げた り、不確実 な ことを断定的 に告げ た りして勧誘 を行 う
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(例)実 際 にその ような者 が存在 しないに もか かわ らず、 「誰で も簡単 にで きる仕 事で 、確 実

に月100万 円は儲 か る。」 と嘘の勧誘 を行 い、消費者 を誤解 させて申 し込 ませ る。

・判断力や財産の乏 しい者へ勧 誘 を行 う

(例)未 成 年者等、知識 ・経験 ・財産の乏 しい者に対 して勧誘 を行 い、資 金が足 りない消 費者

に対 しては、 クレジ ットを申 し込 ませ た り、消費者金融 か らお金 を借 りさせ た りす る。

・契約書面 を交付 しない

(例)契 約 を申込 み、お金 を払 ったに もかかわ らず、 申込書や契約書 を渡 さない。

○同法で は、マルチ商法 の契約 を した場合 で も、20日 以内であれ ば、クー リング ・オ フ(無

条件 解約)が 認め られています。

○何 か問題が発生 した場 合 には、経済 産業省(経 済産業局)、 都道府県 の消 費者相談窓 口まで

お気軽に ご相談 ください。

○大学等 当局 におか れて も、学生 が悪質 なマルチ商法 の被 害者及 び加 害者 になる ことのない

よう、普段 か らの学生啓 発、 問題発 生時 におけ る学生 窓口にお ける対 応 に遺漏 な きよう努

めて くだ さい。

(例)今 回行 政処分 を行 ったマルチ商法 につ いては、大学事務局が当該 マルチ商法 に関す る注

意喚起 を学 生 に呼 びかけた ところ、事業 者か ら抗議 を受 けた ことがあ りま したが、大 学

等当局 におかれ ては、その ような場合 で も学生の被害等 の未然 防止 のため 、引 き続 き適

切な対応 をお願いす る とともに、何 か 問題 が発生 した場 合 には、経 済産業省(経 済産 業

局)、 都道府県 の消費者相談窓 口等 にご相談 くだ さい。

2.そ の他の消費者 トラブルについて

○マルチ商法 以外 にも、アポ イン トメ ン トセールス 、迷惑 メール を きっか けと した不当請 求

等の被害 が多発 しています。 こう した被害 に遭わ ないよ う、学生 に対 す る注意 喚起、啓発

をお願い します。 トラブルの事例 や注意事項 につ いては、別添 の資料 をご参照 くだ さい。

【問 い合 わせ先 】

経済産業省消費経済部消費経 済対 策課 宮原、新井

〒100-8901東 京都千代 田区霞 が関1-3-l

TEL:03-3501-1511(内 線4291)/FAX:03-3580-6407

消費者政策ホ ームペ ージ:

消費者相 談窓 口の連絡先、法 違反事例等 が掲載 されてい ます。 また、消費者 啓発用 のパ

ンフレッ ト配布や ビデオ貸 し出 しの 申込み もで きます 。

http://www.meti.go.jp/policy/consumer/index.html

(別添)

若年層が陥りやすい消費者 トラブル事例

1.マ ルチ商法

個人 を商品等の販売員 として勧誘 し、次の販売員 を勧誘すれば収入 になると、組織 を連鎖的に

拡大する商法。

【事例】

サークルの友人から連絡があり、割のいいバイ トがあると誘われセミナー会場に行った。会場

では 「健康食品を購入し、友達に売ればマージンが入る。勝ち組になれる。」と誘われた。

ここがポイン ト!

(1)悪 質 なマルチ商法は、一部の成功例を強調 し、あたか も全員が成功するかの ように勧誘 して

くることがあ ります。「必ず儲 かる」 ウマイ話 はあ りません。

(2)多 量の商品を購入 しても思ったように売れず、売れ残 りの商 品や借金を抱 えて しまうリスク

もあ ります。

(3)大 学の友人、先輩、後輩 を勧誘す ることが多いため、学校 内での信頼や友人関係 を壊すこと

にな りかねません。

(4)な お、商品が介在 しない、いわゆる 「ねずみ講」 は 「無限連鎖講の防止 に関する法律」で禁

止されています。

2,ア ポイントメン トセールス、キャッチセールス

電話で 「あなたが特別 に選ばれました。○○ を取 りに来て ください」 などと言って販売目的を

告 げず に事務所 などに誘い出 し、商品やサービス等の購入の契約 をさせ るアポイン トメン トセー

ルス。

駅前や路上で呼 び止めて営業所 などに連れてい き、商品やサ ービス等 を販売するキャッチセー

ルス。

【事例】

街で 「美容に関する調査をしています。協力してくれたら、化粧品のサンプルを差し上げます」

と声をかけられた。営業所についていきアンケー トに答えたが、その後、高額なエステの契約を

勧められた。閉め切った部屋で勧誘され、契約しないと帰れない雰囲気だった。

ここがポイン ト!

(1)ど ちらの商法 も事業者の営業所 などに連 れて行かれ、長時間にわた り勧誘 し契約を迫ってき

ます。

(2)「 タダ」に釣 られて、簡単について行かないことが肝心 です。

(3)不 要な商品の販売 には、毅然 と断 りましょう。

3.デ ー ト(恋 人)商 法

言葉巧み な話術 で異性 に好意を抱 かせ、それにつけ込んでアクセサ リーな ど高額 な商品を販売

する商法。

【事例】

携帯の 「出会い系」サイトで知り合った異性から、「今度デー トしようよ」と誘われた。デート

の途中、自分がデザインしたアクセサリーを展示しているイベントをやっていると連れて行かれ、

好きだったらアクセサリーを購入するよう勧められた。嫌われたくないからクレジットで契約し

てしまった。
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ここがポイン ト ！

（1）恋愛感情を巧みに利用 し、契約へ誘導す るのが目的です。

（2）一度買 って しま うと、 また購入 して もらえると思 われ、次 々に商品をせが まれることがあ り

ます。

（3）出会いの きっかけが携帯電話の 「メル友」や出会い系サイ トの場合 は要注意 です。

4．迷惑メールがきっかけの不当請求

パ ソコンや携帯電話へ届 いた 「出会い系 サイ ト」や 「アダル ト系サイ ト」の広告メールにうっ

か り接続 して しまったら、利用料金の請求が きて しまった。

【事例】

携帯電話に、出会い系サイ トの広告メールが届いた。興味本位でちょっと覗いてみてから削除

しようとURLを クリックしてみたら、いきなり次の画面に 「入会完了 ！5日以内に3万円支払っ

てください」と表示された。

ここがポイン ト！

（1）サービスを利用 （契約） しようとして接続 したわけで なければ支払 いの義務 はあ りません。

（2）事業者 に返信 し、 自分の名前や電話番号な どを教える と、次の被害 につなが ることがあるの

で、個人情報は絶対 に教 えないこと。

（3）身に覚えのないメールのURLに は興味 本位で接続 しないことが第一です。

（4）迷惑 メールを受信 しないために、文字数が多 く複雑なメールア ドレス にした り、各種サ ービ

ス （フィル タリング機能）を活用 しま しょう。

（5）脅迫 されたら警察へ。

5．資格商法

自宅や職場に電話をかけてきて、資格取得のために講座の受講や教材の購入契約をさせる商法。

【事例】

職場に突然電話がきて 「あなたの親会社から依頼を受けたので書類を送りたい」と言われ、忙

しかったので、つい自宅の住所を教えてしまったところ、後で講座の契約書が送られてきた。

ここがポイン ト！

（1）「結構です」「はいはい」 といった曖昧な返事は トラブルの もと。口約束で も契約は成立 しま

す。契約の意志がなければはっきり断 りましょう。

（2）過去 に類似 の資格講座 を受講 していた人に、 まだ講座の契約は続いていると嘘 を言 い、更新

費用 の支払い を求める手口 も横行 してい ます。過去 の講座が既 に終了 している場合は、取 り

あわず きっぱ り断 りましょう。

6． オンラインショッピング

イ ンターネッ ト上で契約の 申込み等を行 うイ ンターネッ ト通信販売 （ネ ット通販） が普及 し、

自宅で手軽 に買い物がで きるようになりま したが…

【事例】

ネ ットオークションで、欲しかった自動車のパーツを落札したので、代金を振 り込んだが、な

かなか商品が届かない。そのうち、出品者と連絡が取れなくなってしまった。

ここがポイン ト！

（1） 出品者 と落札者双方が個人の場合、取引は自己責任 となります。ネ ット通販を含め、通信販

売はクーリ ング ・オフで きません。 申込は じっくり考えてから。

（2）支払 う前 に、販売者の連絡先、申込画面な どプリン トアウ トしてお きましょう。

（3）出品者と落札者 を仲介す る（有料 ）サー ビスを利用す る手段 もあ弓ます。

クーリング ・オフ制度

特定商取引法では、一定期 間内であれば無条件で契約の解除がで きることを認めています。

クーリング ・オフの期間は、契約書面 を受け取った日か ら、その日を含めて

8日 問……電話勧誘販 売、特定継続的役務提供、訪問販売 〈アポイン トメン トセールス、キャ

ッチセールスを含 む）

20日 間……連鎖販売取引 （マルチ商法〉、業務提供誘引販売取 引 （内職商法〉

上記の期間内に、書面 （ハガキ等）で販売会社 に通知 します。通知 は簡易書留扱いで出 しま し

ょう。

原則 として、支払 った代金は全額返金 され ますが、 クーリング ・オフできない場合 もあ ります。

詳 しくは下記相談窓日または地元の消費生活センターへ御相談 くだ さい。

なお、通信販売は、クーリング ・オフで きません。

相談窓口

経済産業省消費者相談室

北海道経済産業局消費者栢談

東北経済産業局消費者相談室

関東経済産業局消費者相談室

中部経済産業局消費者相談室

近畿経済産業局消費者相談室

中国経済産業局消費者相談室

四躍経済産業局消費者相談室

九辮経済産業周消費者相談室

沖縄総合事務局消費者相談室

http://www.meti.go.jp/ 

http://www.hkd.meti.go.jp/ 

http://www.tohoku.meti.go.jp/ 

http://www.kanto.meti.go.jp/ 

http://www.chubu.meti.go.jp/ 

http://www.kansai.meti.go.jp/ 

http://www.chugoku.meti.go.jp/ 

http://www.shikoku.meti.go.jp/ 

http://www.kyushu/               meti.go. jp/ 

http://ogb.go.jp/move/

TEL 03 - 3501 - 4657 

TEL 011 - 709 - 1785 

TEL 022 - 261 - 3011 

TEL 048 - 601 - 1239 

TEL 052 -951 - 2836 

TEL 06 -6966 -6028 

TEL 082 -224 -5673 

TEL 087- 861 -3237 

TEL 092 -482 -5458 

TEL 098 -862 -4373

※相談の受付は月～金 （年末年始 を除 く）です。受付時間はそれぞれ異 なります。




